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1．目的：2016年熊本地震では，強震動及び液状化の作用によって通信用橋梁系設備に甚大な被害が生じた例えば，1)．本

研究では，それらの動的応答を引き起こすと至る荷重効果を明確にするために熊本県益城町に位置する橋梁添架管路

の被害地点並びに無被害地点に近接する地盤の震動特性を明らかにする．具体的には，震災前に実施されたボーリング

データを参考として当該地盤の力学的パラメータを設定した上で，YUSAYUSA-22)による 1 次元有効応力解析を行い，

橋梁添架管路の被害並びに無被害に関する地盤震動の影響について考察を行う． 

2．分析対象とするデータセット及び解析地点：分析対象とするデータセットは文献 1)において構築された熊本地震に

暴露された橋梁添架管路データである（図 1）．これより，益城町における液状化領域内と非液状化領域内で 1 地点ず

つ被災した添架管路（A橋）と被災しなかった添架管路（B橋）を選定し，それらの極近傍の表層地盤（A橋地点，B

橋地点）を解析対象とする．A橋は，地盤変状及び橋桁の振動に伴い，図 2に示すように橋台部と管路を接合する留め

具が外れ，添架管路が下方向に 0.4m 程度，橋軸方向及び橋軸直角方向ともに 0.1m 程度橋桁より相対的に変位してい

る様子が観察された．一方，B橋は，地震動による管路の被害は見られなかった．橋梁添架管路周辺の液状化の有無を

判断するデータは，文献 3)及び文献 4)のデータにより，現地調査に基づき確認している．また，これらの地点は，下水

道施設の整備に付随して，熊本地震以前にボーリング調査が実施された地点の極近傍であり，文献 5)において下水道埋

設管路の被災分析の際に適用したボーリングデータを一部修正して分析している． 

3．有効応力解析の手法：図3には，A橋地点の柱状図，地下水位深度，土質区分とその詳細を示す．細粒分含有率FCの

値は文献5)の値に基づいた．その際，ボーリング記事を基に，A橋地点の第1層の盛土及びB橋地点の第2層の盛土を盛

土（粘性土），A橋地点の第6層の砂を細砂に分類した．単位体積重量γt及びせん断弾性波速度Vsに関して，盛土，粘土質

シルトに対しては，益城町役場の敷地内において実施されたボーリング調査とPS検層から作成された文献6)の地盤モデ

ルを参考とし，その第1層の表土，第5層のシルトの値をそれぞれ採用した．砂質粘土，砂，砂礫と玉石混り砂礫に対し

ては，益城町庁舎建設地点のボーリング調査結果を基にモデル化された文献7)の地盤定数を参考とし，その第1層の粘

土，第2層の砂，第3層の砂礫の値をそれぞれ採用した．礫混り砂，礫混り火山灰質シルトに対しては，KiK-net益城検層

モデル8)を参考とし，その第2層の砂，第4層の火山灰質粘土の値をそれぞれ採用した．表1には，A橋地点における地盤

モデルのパラメータを示す．入射波は，KiK-net観測点KMMH16の地中で観測された図4に示すEW方向の加速度波形を

用いた．過剰間隙水圧ueを初期上載圧σv0’で除して過剰間隙水圧比ue / σv0’を定義し，ue / σv0’=0.97を閾値とした上で，地

下水位以深の土層を液状化の判定範囲とした．なお，数値解析における時間刻みΔtは0.01秒，解析時間は100秒とした． 

4．橋梁添架管路被害に係る地盤震動の特徴：図 5には，A橋地点及び B橋地点について，第 3層及び第 6層における

加速度，変位，過剰間隙水圧比及び応力-ひずみ関係を示す．A 橋地点の第 3 層では，加速度の増幅が見られ，主要動

が 20s～30s付近のおよそ 10秒間で顕在化し，その最大値は 4m/s2程度を示す．変位は 25s付近において最大値を示し，

30s付近より残留変位として東の方向に 0.02mを示す．また，過剰間隙水圧比は 20s～25sのおよそ 5秒間で急激に上昇

し，閾値 0.97を示し，液状化が確認できた．応力-ひずみ関係は，20s～30sの卓越する主要動により，非線形に応答し

ており，最大せん断ひずみは西の方向に 3％程度を示す．B橋地点では，A橋地点同様に加速度の増幅が見られ，変位

は 25s付近で最大値を示す．残留変位を伴うような著しい変位や過剰間隙水圧比の上昇が確認されるような応答は見ら

れなかった． 

5．まとめ：本研究では，熊本県益城町に位置する通信用橋梁添架管路の被害地点並びに無被害地点に近接する地盤の

震動特性を 1次元有効応力解析により明らかにした．A橋地点では，地殻内地震特有のおよそ 10秒程度の強烈なパル

ス状の地震動により，過剰間隙水圧比が急激に上昇し，液状化が確認された．また，最大せん断ひずみは 3%を示し， 
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大きなひずみが生じた．B橋地点では，加速度の増幅は見られたものの，著しい変位や液状化に至るような応答は見ら

れなかった． 
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1 盛土 3 14.72 190 3.14

2 砂質粘土 1.2 15.70 150 4.41

3 礫混り砂 0.7 15.70 240 6.60

4 粘土質シルト 2.6 17.17 180 1.25

5 粘土質シルト 2.7 17.17 180 1.00

6 砂 0.6 18.64 350 10.48

7 砂礫 2.2 18.64 440 46.56

8 砂礫 2 18.64 440 51.62

図 1 益城町における橋梁添架管路被害及び解析対象地点 図 2 A橋地点の地盤のモデル化 

表 1 A橋地点におけるパラメータ 

図 3 A橋地点の管路被害 

図 4 KMMH16において観測された加速度波形 

図 5 第 3層及び第 6層における加速度，変位，過剰間隙水圧比及び応力-ひずみ関係 

(a)A橋地点 (b)B橋地点 
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